
第 17 回総務大臣と中核市市長との懇談会および 
第13回総務大臣と施行時特例市市長との懇談会における発言（予定） 
 
 
 地方税財政関連 
【中核市】細江  茂光 岐阜市長 地域において中核となる中核市に対する地方財政の拡充 

【中核市】清水 敏男 いわき市長 地方自治体の基金残高増加を理由とした地方交付税の抑制議論 

～東日本大震災被災自治体の立場から～ 

【中核市】秋山  浩保 柏市長 中核市の事務配分に対応した地方税制 

【中核市】伏見 隆 枚方市長 地方消費税交付金の精算制度の導入 

【中核市】濱田  剛史 高槻市長 ふるさと納税制度 

【特例市】森 智広 四日市市長 ふるさと納税制度の趣旨をふまえた運用 

【中核市】山野 之義 金沢市長 公立大学の施設整備に対する財政支援制度の拡充 

 
 中核市移行関連 
【特例市】北川 法夫 寝屋川市長 中核市移行時に係る財政支援の強化 

【特例市】深澤  義彦 鳥取市長 保健所の設置・運営に係る財政支援 

 
 地方制度関連 
【特例市】泉 房穂 明石市長 地方自治法第 12 章（大都市等に関する特例）の抜本的見直しの検討 

 
 マイナンバー関連 
【中核市】品川  萬里 郡山市長 マイナンバー制度を活用したオンラインサービス等の施策の拡充 

 
 情報・通信関連 
【中核市】大西  秀人 高松市長 ＩＣＴ推進への取組に係る財政支援 

【特例市】中野  正康 一宮市長 ＩＣＴ関連経費への財政的支援 

 
 防災関連 
【中核市】佐藤 樹一郎 大分市長 テロ等特殊災害への対応に係る消防職員への教育体制の充実 

 
 


